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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 29,053,534 29,087,740 43,428,581

経常利益 （千円） 858,192 1,114,490 1,421,914

四半期（当期）純利益 （千円） 591,562 680,253 804,422

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 613,298 774,319 819,612

純資産額 （千円） 15,716,875 16,317,187 15,779,163

総資産額 （千円） 39,255,524 40,670,622 39,357,433

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 17.86 20.54 24.29

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 40.0 40.0 40.0

 

回次
第67期

第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 10.28 14.35

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第３四半期におけるわが国経済は、個人消費に弱さがみられましたが、政府の経済対策や金融政策の効果な

どにより緩やかな回復基調が継続しました。

　一方、建設産業においては、住宅着工、マンション販売など住居系の低迷が受注に影響を及ぼし、震災復興地

域を除く一部の地方で公共工事が前年比マイナスで推移したものの、首都圏の公共工事や民間設備投資は引き続

き堅調に推移しました。

　このような経営環境の中、当社グループは、市場動向に臨機応変に対応し、鋭意事業活動を展開してまいりま

した結果、建築部門は順調に工事が進捗しましたが、土木部門の売上が第４四半期に集中することから、第３四

半期の売上高は、290億87百万円（前年同期比0.1％増）となりました。

　損益面につきましては、好調な受注環境を背景に、社員配置の効率性が高まるなど生産性向上策の取り組みが

寄与したことにより、特に建築部門の工事採算が改善し、経常利益は、11億14百万円（前年同期比29.9％増)、

純利益は、6億80百万円(前年同期比15.0％増)となりました。

セグメントの業績は、次のとおりです。

（建設事業）

建設事業におきましては、土木部門の売上が前年同期に比べ第４四半期に多くなるため、売上高は228億6百

万円（前年同期比6.2％減）となり、セグメント利益は6億31百万円（前年同期比44.4％増）となりました。

なお、建設事業では、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四

半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工

事高が多くなるといった季節的変動があります。

（不動産事業）

不動産事業におきましては、販売用不動産の売却等により、売上高は44億26百万円（前年同期比51.0％

増）、セグメント利益は2億21百万円（前年同期比27.0％減）となりました。

（建材製造販売事業）

建材製造販売事業におきましては、販売量の増加により、売上高は5億19百万円（前年同期比3.5％増）とな

り、セグメント利益は1億34百万円（前年同期比16.3％減）となりました。

（その他）

その他の事業におきましては、ＰＣ関連機器等の販売増加により、売上高は13億34百万円（前年同期比

3.0％増）となり、セグメント利益は52百万円（前年同期比17.3％減）となりました。

 

 

(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題について重要な

変更および新たに生じた課題はありません。

 

(3)研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、11百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　普通株式 137,000,000

計 137,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,367,644 34,367,644
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 34,367,644 34,367,644 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 34,367,644 － 5,315,671 － 5,359,413

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,256,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  32,894,000 32,894 －

単元未満株式 普通株式     217,644 － －

発行済株式総数 34,367,644 － －

総株主の議決権 － 32,894 －

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社　植木組
新潟県柏崎市新橋

２番８号
1,256,000 － 1,256,000 3.65

計 － 1,256,000 － 1,256,000 3.65

（注）　当第３四半期会計期間末日現在の所有自己株式数は1,259,000株であります。

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 5,146,816 5,856,401

受取手形・完成工事未収入金等 12,990,247 ※２ 8,826,540

販売用不動産 354,643 299,784

有価証券 10,000 －

商品 3,975 3,887

未成工事支出金等 2,662,237 6,277,412

材料貯蔵品 74,001 69,089

その他 1,430,447 2,064,536

貸倒引当金 △9,151 △3,716

流動資産合計 22,663,219 23,393,935

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 4,975,636 5,347,830

土地 7,945,655 7,980,182

その他（純額） 1,070,384 1,131,905

有形固定資産合計 13,991,677 14,459,918

無形固定資産 125,311 127,110

投資その他の資産   

その他 2,683,490 2,783,259

貸倒引当金 △106,265 △93,601

投資その他の資産合計 2,577,225 2,689,657

固定資産合計 16,694,213 17,276,686

資産合計 39,357,433 40,670,622
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 9,688,120 9,387,276

短期借入金 4,703,076 3,736,276

未払法人税等 536,245 379,188

未成工事受入金 1,207,439 3,795,185

引当金   

賞与引当金 536,706 166,636

役員賞与引当金 23,738 －

完成工事補償引当金 70,118 60,296

工事損失引当金 29,000 74,762

その他 536,870 904,374

流動負債合計 17,331,315 18,503,998

固定負債   

長期借入金 1,845,338 1,275,056

引当金   

役員退職慰労引当金 426,727 164,306

債務保証損失引当金 165,145 151,627

退職給付に係る負債 2,072,826 1,958,685

資産除去債務 8,742 40,066

その他 1,728,175 2,259,695

固定負債合計 6,246,954 5,849,436

負債合計 23,578,269 24,353,434

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,315,671 5,315,671

資本剰余金 5,359,413 5,359,413

利益剰余金 5,505,281 5,951,324

自己株式 △159,000 △160,786

株主資本合計 16,021,365 16,465,622

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 172,699 255,657

土地再評価差額金 △303,369 △303,369

退職給付に係る調整累計額 △143,985 △132,158

その他の包括利益累計額合計 △274,655 △179,870

少数株主持分 32,453 31,435

純資産合計 15,779,163 16,317,187

負債純資産合計 39,357,433 40,670,622
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 ※ 29,053,534 ※ 29,087,740

売上原価 26,012,383 25,825,601

売上総利益 3,041,151 3,262,139

販売費及び一般管理費 2,209,304 2,329,783

営業利益 831,847 932,356

営業外収益   

受取利息 1,144 3,358

受取配当金 32,543 33,255

受取手数料 5,900 2,200

補助金収入 － 142,010

その他 31,736 41,557

営業外収益合計 71,324 222,381

営業外費用   

支払利息 44,779 39,531

その他 200 715

営業外費用合計 44,979 40,247

経常利益 858,192 1,114,490

特別利益   

固定資産売却益 4,424 658

投資有価証券売却益 6,176 4,635

負ののれん発生益 22,973 －

特別利益合計 33,573 5,293

特別損失   

固定資産除却損 375 26,508

投資有価証券評価損 1,199 －

投資有価証券売却損 32 －

減損損失 － 19,849

その他 － 5,814

特別損失合計 1,607 52,171

税金等調整前四半期純利益 890,157 1,067,612

法人税等 300,919 388,077

少数株主損益調整前四半期純利益 589,238 679,535

少数株主損失（△） △2,323 △718

四半期純利益 591,562 680,253
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 589,238 679,535

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 24,059 82,957

退職給付に係る調整額 － 11,827

その他の包括利益合計 24,059 94,784

四半期包括利益 613,298 774,319

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 615,622 775,038

少数株主に係る四半期包括利益 △2,323 △718
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平

均残存勤務期間を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第3四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。この結果、当第3四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が54百万円増加し、利益剰余

金が35百万円減少しております。また、当第3四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四半期

純利益への影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

㈱ホテル小柳 118,476千円 ㈱ホテル小柳 109,957千円

㈱平間環境 46,669 ㈱平間環境 41,670

計 165,145 計 151,627

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －千円 12,024千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高

に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 419,687千円 427,792千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 132,507 4.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 198,696 6.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 建設事業
不動産事

業
建材製造販
売事業

計

売上高         

外部顧客への

売上高
24,323,180 2,932,292 502,292 27,757,765 1,295,768 29,053,534 － 29,053,534

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

717,118 63,082 9,020 789,221 83,630 872,851 △872,851 －

計 25,040,298 2,995,375 511,313 28,546,987 1,379,399 29,926,386 △872,851 29,053,534

セグメント利益 437,311 303,447 160,852 901,611 63,282 964,893 △133,045 831,847

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェアの開発及び販

売、有料老人ホームの運営、ゴルフ場の運営、産業廃棄物処理施設の賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△133,045千円は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 建設事業
不動産事

業
建材製造販
売事業

計

売上高         

外部顧客への

売上高
22,806,432 4,426,512 519,995 27,752,940 1,334,800 29,087,740 － 29,087,740

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

1,537,146 58,144 9,628 1,604,919 111,138 1,716,057 △1,716,057 －

計 24,343,578 4,484,656 529,623 29,357,859 1,445,938 30,803,797 △1,716,057 29,087,740

セグメント利益 631,627 221,374 134,610 987,612 52,321 1,039,933 △107,577 932,356

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェアの開発及び販

売、有料老人ホームの運営、ゴルフ場の運営、産業廃棄物処理施設の賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△107,577千円は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益 17円86銭 20円54銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益                   （千円） 591,562 680,253

普通株主に帰属しない金額       （千円） － －

普通株式に係る四半期純利益     （千円） 591,562 680,253

普通株式の期中平均株式数       （千株） 33,123 33,112

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月６日

株式会社　植　木　組

取 締 役 会　御 中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野本　直樹　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 塚田　一誠　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社植木
組の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２６年１０月１
日から平成２６年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年１２月３１日ま
で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書
及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社植木組及び連結子会社の平成２６年１２月３１日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての
重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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